
住友大阪セメントグループの価値創造（価値創造の歴史）

1900 1990 2000

セメント事業で培った信頼と技術を基盤に、 　　豊かな社会の維持・発展に貢献します。

製品・技術

1927年
日本最初の早強セメント 
製造販売開始

早強セメントを 
利用した 
大阪市地下鉄工事

1954年
日本最初の大型レポール式 
キルンを採用して浜松工場を新設

浜松工場

1949年
日本最初の
生コンクリート製造開始

業平橋工場

2002年
新規技術研究所

「ナノ・テラ技術センター」竣工

新規技術研究所

2009年
栃木工場　
バイオマス発電設備の稼働

バイオマス発電設備

2012年
ベトナムにリチウムイオン電池
正極材料の新工場竣工

ベトナム工場

1907年（明治40年）11月、当社は磐城セメント株式会社として横浜に設立され、翌年には現在の福島県いわき
市四倉町に四倉工業所を建設しセメント製造事業をスタートさせました。1963年（昭和38年）10月、住友セメン
ト株式会社と社名変更し、住友グループに加入、翌年白水会に加盟しました。その後、1994年（平成6年）10
月、大阪セメント株式会社と合併して住友大阪セメント株式会社が発足し、今日に至っています。創業以来百有余

年、一貫してセメントの供給を通じて、社会インフラ整備という公的な事業の一端
を担ってまいりました。また、現在ではセメント事業から派生した鉱産品事業、建
材事業、独自のオプトエレクトロニクスやナノテクノロジーを活かした光電子事業、
新材料事業、電池材料事業といった多様な事業展開を行っています。

1907年
磐城セメント㈱
設立

1925年
日出セメント㈱を合併

（現在の八戸セメント㈱）

1940年
富国セメント㈱を合併

（現在の栃木工場）

1966年
赤穂工場を新設

1960年
川崎セメント㈱を合併

（現在の岐阜工場）

1963年
住友セメント㈱に
社名変更
住友グループに加入

住友セメント

1916年
大阪窯業㈱
セメント部が発足

1926年
大阪窯業セメント㈱を
設立

1952年
伊吹工場を新設

（2003年生産中止）

1963年
大阪セメント㈱に
社名変更

1961年
高知工場を新設

大阪セメント

※グラフは1994年からの売上高の推移を表わしています。

1994年
住友セメント㈱と
大阪セメント㈱が合併
商号を住友大阪セメント㈱に変更

創立100周年2007年
中国/雲南省の
雲南昆鋼嘉華水泥建材に出資

2012年
東日本大震災・広域災害廃棄物の
受け入れ処理を開始

企業価値の向上と 
持続可能な社会の
実現を目指す

2020年
2020‐2022年度中期経営計画を発表
サステナブル対策委員会を設置

住友大阪セメント
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住友大阪セメントグループの価値創造（価値創造プロセス）

経営理念：地球環境に配慮し、たゆまない技術 開発と多様な事業活動を通じて、豊かな社会の維持・発展に貢献する企業グループを目指します。

豊かな社会の
維持・発展に貢献 地球環境への配慮 循環型社会への貢献 人材の育成・活用 ガバナンスの充実 2050年“カーボンニュートラル”

ビジョン「SO-CN2050」

企業価値の向上と持続可能な社会の　　 実現を目指します。

地球環境に配慮し、豊かな社会の維持・発展に貢献

住友大阪セメントグループの優位性

安定供給体制

効率的な操業、物流体制
豊富な鉱量と高純度な石灰石

技術力・競争力
セメント、コンクリート、

高機能品関連技術
競合優位な特許ポートフォリオ

人間力

住友の事業精神
高い専門知識を持った人財

財務指標

安定した財務体質

事業環境 ●自然災害の激甚化	 ●社会インフラの老朽化　●循環型社会の形成
●ICT、IoT 社会の構築	 ●気候変動問題

・国内セメント需要減
・温室効果ガス排出規制強化
・エネルギー価格の変動
・非効率石炭火力発電のフェードアウト
・技術革新による市場縮小

リスク

・�同業とのアライアンス進展による競争力強化、	
海外市場進出による収益拡大
・温室効果ガス排出削減、省エネ設備の技術向上
・リサイクル推進による収益拡大
・新技術開発による成長機会獲得

機会

価 値 創 造を支える基 盤

セメント関連事業
・数量の確保とコスト削減
・ �物流合理化拡大、	
生産物流体制の整備、環境対策投資

・リサイクル事業の拡大
・海外事業の早期事業化
・�鉱産品事業、建材事業の	
事業領域拡大

高機能品事業
・ �技術力強化と生産性向上により	
顧客ニーズへ対応

・ �技術基盤応用と	
外部リソース活用による	
新製品開発

中 期 経 営 計 画

セメント関連事業
≫ �セメント・固化材の 

収益力向上と事業基盤整備
≫ �関連事業の拡大（海外事業・ 

鉱産品事業・建材事業）

≫ �既存主力製品の競争優位性
確保と新製品の開発

高機能品事業

セメント関連事業と高機能品事業で安定的に成長

株主・投資家
安定的な配当

迅速・正確な情報開示

お客様
高品質な製品を安定供給
顧客ニーズへの対応

お取引先様
公正・公平な取引

地域社会
地域環境・安全への配慮
地域経済・雇用への貢献

従業員
安全・健康で働ける職場
多様な人材の育成
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